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京丹後市一般会計当初予算の概要

資料② 



①北近畿新時代における経済の再生・好循環実現の総力推進

産業の発展と雇用の促進、特色や魅力を活かした取り組みの推進

②くらしの安全・安心の全力確保

未来へのまちづくり、安心・安全のまちづくり、健全な行財政基盤づくり

◆　合併特例措置廃止等への対策

　平成２６年度一般会計当初予算フレーム

　予算のポイント　　≪京丹後市発足後、最大の予算規模≫　※合併直後の16予算を除く

　普通交付税等の合併特例措置の逓減等に備え『合併特例措置逓減対策準備基金』へ５億
円を積み立て〔継続〕（平成２６年度末残高見込み　２７億５千万円）

★　市民総参加による「和のまちづくり」と市民総幸福の限りない増進と発展への挑戦
★　北近畿新時代における経済の再生・好循環とくらしの安心・安全の実現へ

 

平成２６年度一般会計当初予算 341億9千万円 
（対前年度27.9億円、8.9％増）  

《基金》 ２５年度末現在高見込 ７９.７億円 ➭ ２６年度末現在高見込 ７０.８億円 

対前年度比較 △8.9億円、11.2％減少⇘ 

◗将来に備えた合併特例措置逓減対策準備基金を除いた２５年度末現在高見込 

◗京丹後市発足時（２７.６億円）と比較した基金現在高  約４３.２億円増加⇗ 

《市債》 ２５年度末現在高見込 ４２９.７億円 ➭ ２６年度末現在高見込 ４３８.３億円 
対前年度比較 8.6億円、2.0％増加⇗ 

◗京丹後市発足時（４６７.９億円）と比較した市債現在高  約29.6億円減少⇘ 

対前年度比較 △13.9億円、24.3％減少⇘ 

※16年度は、合併による旧町打切分を含む 
※20年度・24年度は、市長選挙のため骨格型予算
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※当初予算編成時には、不確定な財源の代替えとして一時的に基金現在高は減少 

⇒ 平成26年度も例年と同様に、年度末での基金現在高の維持・確保を目指す 
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　　当初予算の規模

３４１億９,０００円（H25　３１４億円） ２７億９,０００万円の増

※対前年度　８.９％増 

１９９億８,５８０万円（H25　２０１億１,０８０万円） ※対前年度     △０.６％ １４会計

  ９３億２,８９８万円（H25　  ８４億７,６４３万円） ※対前年度      １０.１％ 　２会計

６３５億　 ４７８万円（H25　５９９億８,７２３万円） ※対前年度     ５.９％増

　　主な歳入のポイント（一般会計）

(1) ４９億２,４１３万円（H25　４８億８,５７４万円）　３,８３９万円増

対前年度　０.８％増 〔地財対策　２.９％増〕

・個人市民税 １８億２,１６４万円 （H25  １８億１,９１９万円) 　 　 ２４５万円増

・法人市民税 ２億２,８０２万円 （H25    １億８,１８７万円) 　 ４,６１５万円増

・固定資産税  ２３億１,０６８万円 （H25  ２３億２,８３３万円) △１,７６５万円

・市たばこ税 ３億６,０００万円 （H25    ３億６,０００万円) 　　　　　０万円

(2) １４０億円（H25　１３８億５,０００万円）　１億５,０００円

対前年度　１.１％ 〔地財対策　△１.０％〕

・普通交付税 １３０億円 （H25    １２８億５,０００万円) １億５,０００万円増

※臨時財政対策債を含めた場合（実質的な地方交付税の総額）

１５２億２,０００万円（H25　１５１億７,０００万円) 　５,０００万円増

対前年度　０.３％

(3) ５０億６,７００万円（H25　４４億６,１５０万円）　６億５５０万円増

対前年度　１３.６％増 〔地財対策　△０.６％〕

※うち　臨時財政対策債　１３億２,０００万円（H25　１２億２,０００万円）　△１億円

対前年度　△７.６％ 〔地財対策　△０.６％〕

⇒　地方債依存度　１４.８％（H25　１４.２％） 

⇒　プライマリーバランス　３億７,１６１万円赤字　（歳入額－市債発行額）－（歳出額－公債費）

⇒　年度末市債現在高見込額　４３８億７,３４６万円（H25　４３０億１,４５１万円）　２.０％増

　　 住民１人当たりの市債額（一般会計）　74.1万円（H25　72.7万円）

※平成26年1月末現在の住基人口（59,187人）で比較

※全会計の市債年度末現在高　８４５億２,３６７万円（H25　８３７億８,２１１万円）　０.９％増

　　 住民１人当たりの市債額（全会計）　142.8万円（H25  141.6万円）

計

　当初予算の規模等

市 税

一 般 会 計

企 業 会 計

特 別 会 計

市 債

地 方 交 付 税

※20年度・24年度は、市長選挙のため骨格型予算

3



　　主な歳出のポイント（一般会計）

(1) ５６億２,２８０万円（H25　５６億７,８２４万円）　△５,５４４万円

対前年度　△１.０％

５１億２,６８７万円（H25　５１億５,０６２万円）　△０.５％　　〔地財対策　３.０％〕

※職員数（一般会計）　６７１人（H25　６７６人）　△５人、△０.７％　　

６,４９８万円（H25　６,４３１万円）　△１.１％ ≪効果額 ４１６万円≫

※市長10%、副市長・教育長5%カット（H25　市長10%、副市長・教育長5%カット）

１億８,３６６万円（H25 １億８,２６５万円）　０.６％

※議員共済会負担率の増　（51.9/100→52.8/100）　90万円増

２億４,７２９万円（H25　２億８,０６６万円）　△１１.９％

※その他委員数　　3,041人（H25 3,099人）

※健康と福祉のまちづくり審議会委員△16人、消防団員△15人、指導主事△5人ほか

(2) ５９億５,５１３万円（H25　３９億３,８１４万円）　２０億１,６９９万円増

対前年度　　５１.２％増 　〔地財対策　３.１％〕

○普通建設事業費 ５９億１,５１３万円（H25　３９億３,８１４万円）　１９億７,６９９万円増

対前年度　　５０.２％増

【主な普通建設事業】　　※費目順

・丹後土地開発公社先行取得用地購入

・庁舎再配置事業〈新〉

・ﾌﾞﾛｰﾄﾞﾊﾞﾝﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｸ運営事業

・地域集会施設整備費補助金

・北近畿ﾀﾝｺﾞ鉄道利用促進対策事業 1億7,232万円

・保育所保育事業等補助金〈新〉

・弥栄統合保育所整備事業 8億394万円

・避難施設緊急時電力確保促進事業〈新〉

・火葬場建設事業 8億4,491万円

・農産物集出荷貯蔵施設等整備支援事業〈新〉 1億7,727万円

・里の生活環境基盤整備事業

・宇川地区農業用施設改修事業〈新〉

・指定管理施設大規模改修事業 2億6,341万円

・道路新設改良事業

・社会資本整備総合交付金事業 2億8,037万円

・内水処理対策事業 3億4,274万円

・ｽﾏｰﾄ･ｴｺ等住宅改修事業〈新〉

・常備消防施設等整備事業 8億230万円

・小中学校施設改修事業

・小中学校施設耐震化事業 5億8,247万円

・網野給食ｾﾝﾀｰ施設改修事業〈新〉

○災害復旧費 ４,０００万円（H25　０万円）　皆増

・過年発生公共土木施設災害復旧事業　４,０００万円（Ｈ25　０万円）　４,０００万円

河川災害（峰山4件、網野1件、弥栄2件、久美浜1件）

○その他委員

投 資 的 経 費

人 件 費

○市長等

○議員

8,254万円

1,070万円

○職員給与　　　

7,345万円

4,222万円

8,076万円

5,080万円

5,676万円

2,000万円

7,796万円

6,584万円

3,235万円

7,720万円
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　　主な歳出のポイント（一般会計）

(3) ９３億１,６４０万円（H25　８５億４,０１３万円）　７億７,６２７万円増

（扶助費を除く） 対前年度　９.１％増　　〔地財対策　４.４％増〕

　◆主なもの

○物件費 ５５億４,２９６万円（H25　５０億４３３万円）　５億３,８６３万円増

対前年度　　１０.８％増

・市勢要覧印刷経費　１,０５９万円（Ｈ25　０万円）　新規

・統合保育所（峰山・弥栄・久美浜）初度備品　８,４５０万円（Ｈ25　０万円）　新規

・地域にぎわい創り推進員賃金　２,１２１万円（Ｈ25　８６１万円）　１,２６０万円増

・くらしとしごと寄り添い支援員等賃金　１,６３６万円（Ｈ25　０万円）　新規

・予防接種委託料　１億１,２００万円（Ｈ25　６,３７２万円）　４,８２８万円増

・新火葬場初度備品　２,０７０万円（Ｈ25　０万円）　新規

・地域人づくり事業委託料　５,１００万円（Ｈ25　0万円）　新規

・有害鳥獣捕獲委託料　７,１９５万円（Ｈ25　３,３０４万円）　３,８９１万円増

・サル追払業務委託料　１,０４１万円（Ｈ25　０万円）　新規

・観光施設指定管理委託料　８,７８６万円（Ｈ25　７,４６０万円）　１,３２６万円増

・小中学校ｽｸｰﾙﾊﾞｽ運行経費　１億７,７８８万円（Ｈ25　１億２,０７９万円）　５,７０９万円増

・改訂版教師用教科書及び指導書　３,２９２万円（Ｈ25　０万円）　新規

・簡易デジタル無線機購入（163台）　６,６００万円（Ｈ25　０万円）　新規

○補助費等 ２８億３,５９３万円（H25　２３億９,２９８万円）　４億４,２９５万円増

対前年度　１８.５％増

　・域学連携地域活力創出モデル実証事業実行委員会補助金

１,６４０万円（H25　０万円)　新規

　・ｺﾐｭﾆﾃｨﾋﾞｼﾞﾈｽ応援補助金　１,０００万円（H25　０万円)　新規

　・市制10周年記念事業実行委員会補助金　８６０万円（H25　０万円)　新規

　・大相撲京丹後場所開催補助金　２２０万円（H25　０万円)　新規

　・臨時福祉給付金　２億１,０００万円（H25　０万円)　新規

　・子育て世帯臨時特例給付金　７,１１１万円（H25　０万円)　新規

　・救急医療体制強化補助金　２,３００万円（H25　０万円)　新規

　・再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ等導入促進支援補助金　５６０万円（H25　２５万円)　５３５万円増

　・野生鳥獣被害対策協議会負担金　４９１万円（H25　０万円)　新規

　・市立病院繰出金　８億４,５３１万円（H25　８億３,０００万円)　１,５３１万円増

　・地区公民館活動交付金　３,７６２万円（H25　１,９０３万円)　１,８５９万円増

○投資及び出資金 ７,５００万円（H25　２,５００万円）　５,０００万円増

　・水道施設改修事業への出資金

○積立金 ８億１,６２５万円（H25　１０億７,９５１万円)　△２億６,３２６万円　対前年度　△２４.４％

　・地域振興基金積立金　２億３,５４１万円（H25　５億６５万円）　△２億６,５２４万円

　・合併特例措置逓減対策準備基金積立金　５億５６万円（H25　５億３８万円）　１８万円増

　・過疎地域振興基金積立金　７,７７７万円（H25　７,４７５万円）　３０２万円増

　・奨学基金積立金　１０６万円（H25　２３２万円）　△１２６万円

一 般 行 政 経 費
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　　主な歳出のポイント（一般会計）

(4) ４５億４,８３６万円（H25　４３億６,７０７万円）　１億８,１２９万円増

対前年度　４.２％増

　・障害福祉ｻｰﾋﾞｽ介護給付費等　１４億４,３７６万円（H25　１２億８,３２３万円）

１億６,０５３万円増

　・子ども医療給付費　１億８,０１１万円（H25　１億６,４５５万円）　１,５５６万円増

　・老人医療給付費　１億６,８５３万円（H25　１億２,３３７万円）　４,５１６万円増　

　・医療扶助費　４億７,５９０万円（H25　４億３５５万円）　７,２３５万円増

　・児童手当給付費　８億６,８５４万円（H25　９億３万円）　△３,１４９万円

　・予防接種費用給付費　０万円（H25　５,１７１万円）　△５,１７１万円　※委託料へ組替

(5) ３億３,０７１万円（H25　２億８,２６２万円）　４,８０９万円増

対前年度　１７.０％増

　・除雪事業　１億２,３３２万円（H25　９,９５６万円）　２,３７６万円増

　・市道維持補修事業　３,４００万円（H25　２,８００万円）　６００万円増

　・河川維持補修事業　１,１２５万円（H25　１２０万円）　１,００５万円増

(6) ３７億２,１２１万円（H25　３６億７,３２２万円）　４,７９９万円増

対前年度　１.３％増

　・京都府後期高齢者医療広域連合負担金

７億３,３８４万円（H25　７億２,８９９万円）　４８５万円増

　・介護保険事業特別会計繰出金　７億６,９４５万円（H25　７億３,４７２万円）　３,４７３万円増

　・後期高齢者医療事業特別会計繰出金

２億３,２１４万円（H25　２億１,３８３万円）　１,８３１万円増

　・浄化槽整備事業特別会計繰出金　５,６００万円（H25　４,４００万円）　１,２００万円増

　・集落排水事業特別会計繰出金　２億１,６００万円（H25　２億円）　１,６００万円増

　・公共下水道事業特別会計繰出金　８億８００円（H25　８億３,５００円）　△２,７００万円

(7) ４６億９,５３９万円（H25　４９億２,０５９万円）　△２億２,５２０万円

対前年度　△４.６％　　 〔地方財政計画　△０.３％ 〕

　・市債元金償還　４２億５６５万円（H25　４３億９,３９１万円）　△１億８,８２６万円

　・市債償還利子　４億８,６５４万円（H25　５億２,５６８万円）　△３,９１４万円

　　基金での財源確保

○ （H25   ６億５,０００万円　）

○ （H25 　３億３,４０６万円　）

（H25　 ９億８,４０６万円　）

※財政調整基金は予算編成時において、未確定歳入の代替財源等として計上、年度内で復元努力

計

１０億７６７万円　その他特定目的基金の取り崩し

扶 助 費

１７億７６７万円　

公 債 費

７億円　財 政 調 整 基 金 の 取 り 崩 し

維 持 補 修 費

繰 出 金
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